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市長マニフェスト ■該当する　　□該当しない

　新エネルギー導入事業は「住宅用太陽光発電システム設置費補助」、「住宅用太陽熱高度利

用システム設置費補助」、「住宅用太陽熱温水器設置費補助」の３種類の補助メニューがあり

ます。

　自ら居住する安城市内の住宅（延べ床面積の２分の１以上を住宅の用に供する店舗等併用住

宅を含む。）に、いずれかの機器を設置し補助を受けようとする者（太陽光発電システム付住

宅を購入する者を含む。）は、当該補助金交付申請を市に提出します。提出された書類を市が

審査の上、適当と認められる場合は、申請者に交付決定通知書を発行します。申請者は交付決

定通知書を受領後、設置工事に着手し、設置工事完了後、実績報告を市に提出していただきま

す。

【平成２５年度の補助金額】

太陽光発電システム設置費補助　太陽光システムの最大出力値（ｋＷ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　４０，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）

太陽熱高度利用システム設置費補助　システム総面積（㎡）１３，０００円／㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上限８㎡）

太陽熱温水器設置費補助　温水器の集熱部の面積（㎡）１０，０００円／㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上限８㎡）

【太陽光発電システム設置費補助件数及び発電量】

平成２１年度　５３４件、２，１３５．７６ｋＷ

平成２２年度　４７６件、２，００５．０２ｋＷ

平成２３年度　５９６件、２，６１４．６０ｋＷ

平成２４年度　６７７件、３，２８３．５１ｋＷ

□直接実施

なし

実施の背景

温室効果ガスである二酸化炭素の排出量を削減し、地球温暖化防止を推進するためには、化石燃料の

利用を減らさなければいけません、化石燃料を使用しない再生可能エネルギーの導入を促進する必要

があります。

実施方法

％

対　象

（誰・何を対象に）

■補助金〔直接・ 間接〕（補助先：申請者   　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

人

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　）

安城市民

対象者数（全市民に対する割合）

平成１４年度

根拠法令

■自治事務　　□法定受託事務 担当課･係名

目　的

（何をどうしたい

か）

太陽光発電システム、太陽熱高度利用システム及び太陽熱温水器の設置を促進することによ

り、温室効果ガスである二酸化炭素の排出量を削減し、地球温暖化防止を図る。

事

業

概

要

関連事業

（同一目的事業等）

事業内容

（手段、手法など市

民にわかりやすく説

明する）

※当該事業以下に※当該事業以下に※当該事業以下に※当該事業以下に

中･小事業がある中･小事業がある中･小事業がある中･小事業がある

場合は、事業費と場合は、事業費と場合は、事業費と場合は、事業費と

ともに記載ともに記載ともに記載ともに記載

事業シート事業シート事業シート事業シート（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当部名 環境部

津口　嘉己

事務事業名事務事業名事務事業名事務事業名 新エネルギー導入事業新エネルギー導入事業新エネルギー導入事業新エネルギー導入事業

環境首都推進課環境政策係
事務区分

事業番号事業番号事業番号事業番号 8888 平成25年度
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平成１４年度

事業シート事業シート事業シート事業シート（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）

事業開始年度事務事業名事務事業名事務事業名事務事業名 新エネルギー導入事業新エネルギー導入事業新エネルギー導入事業新エネルギー導入事業

事業番号事業番号事業番号事業番号 8888 平成25年度

単位当たりコスト

／

142,649142,649142,649142,649

千円千円千円千円142,649142,649142,649142,649

人人人人 5,2715,2715,2715,271 0.50.50.50.5

135,042 千円

千円千円千円千円人件費

事業費内訳

（平成24年度分）

補助金

　太陽光発電システム設置費補助金　１０２，２３３千円

　太陽熱高度利用システム設置費補助金　　　４７３千円

　太陽熱温水器設置費補助金　　　　　　　　５０２千円

3,7653,7653,7653,7651.51.51.51.5 人人人人

千円

104,599

1111

県住宅用太陽光発電施設導入促進費

千円 千円

千円千円千円千円

千円 7,607

11,29511,29511,29511,295人人人人 千円千円千円千円千円千円千円千円

110,738110,738110,738110,738

千円

6,139

活動実績

121,295121,295121,295121,295 184,137184,137184,137184,137千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円

8,276

121,295121,295121,295121,295

一般財源

151,009

国県支出金の内容

千円 千円

千円

4,660

【活動指標名】

補助件数

Ｈ22年度

289,868

千円千円千円千円

単位

／

【平成２１年度】報奨金制度から補助金制度に制度を変更をしました。太陽光１０万円

【平成２２年度】太陽光システム設置費補助額を１ｋＷあたり７万円（上限６ｋＷ）に減額しました。

【平成２３年度】太陽熱温水器設置費の補助を開始しました。

【平成２４年度】太陽光システム設置費補助額を１ｋＷあたり４万円（上限４ｋＷ）に減額しました。

677

補助金総合計

184,137184,137184,137184,137

Ｈ22年度

その他特財の内容

Ｈ24年度

千円千円千円千円

297,321

特記事項

(事業の沿革等)

コ

ス

ト

事業の自己評価

(今後の事業の方向

性、課題等)

地方債

その他特財

成果指標

事業費合計

比較参考値

（他自治体での類似

事業の例など）

事

業

実

績

国県支出金

25年度（予算） 23年度（決算）

103,208

22年度（決算）24年度（決算見込み）

千円千円千円千円

人人人人

件

千円

千円

千円

千円

千円千円千円千円

Ｈ24年度

千円 138,884

Ｈ23年度

円/件

単位

476

千円

0.70.70.70.7

千円千円千円千円

11,832 8,548

-

太陽光発電システム設置費補助金件数

／

太陽光発電設備の設置済公共施設数（累計）

596

110,738110,738110,738110,738

千円

総事業費総事業費総事業費総事業費

財源

内訳

財源合計財源合計財源合計財源合計

116,635 175,861千円

7,5307,5307,5307,530

178,866

事

業

費

千円110,000 千円

5,934

1932

【成果指標名】

事

業

成

果

新エネルギー導入事業のうち、太陽光発電システムの普及割合（全世帯数に占める太陽光シス

テム設置世帯数）は環境基本計画の指標になっています。事務事業においては、普及割合と密

接に関連する太陽光発電設備容量を指標としています。

成果目標

（指標設定理由等）

近隣自治体の同事業の内容（平成２５年度）

　刈谷市…５０，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）　岡崎市…２０，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）

　碧南市…５０，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）　西尾市…３０，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）

　豊田市…２５，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）　知立市…３０，０００円／ｋＷ（上限４ｋＷ）

再生可能エネルギーである太陽エネルギーの利活用を促進することにより、温室効果ガスである二酸化炭

素の排出量を削減するために創設した制度ですが、設置世帯割合をみれば効果が出ているといえます。平

成２１年度は設置世帯割合は１．６％でしたが、平成２４年度末時点では、４．０％となっており補助制

度を開始したことも設置数増加の一因であるといえます。環境基本計画では平成２７年度までに６．０％

を目標としていますが、この目標は達成できると考えています。平成２８年度以後については近隣自治体

の状況等を考慮し検討していきます。

Ｈ23年度

太陽光発電設備容量（累計） ｋＷ

28
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